予算要求資料
平成28年度当初予算　　支出科目　款：農林水産業費　項：水産業費　目：水産業振興費
	事業名　アユ漁業振興対策事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　農政部　農政課　水産振興室　水産係　電話番号：058-272-1111（内2893）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11411@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　 685千円（前年度予算額：831千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	831
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	831

	要求額
	685
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	685

	1月29日時点
査定額
	685
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	685

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
優良なアユを放流するとともに魚病など漁獲阻害要因を取り除くことにより、漁獲量の増大及び遊漁者の増大を図り、アユ漁業の振興を推進する。
特に、河川において冷水病及びエドワジエラ・イクタルリ感染症の発生が漁獲量減少の大きな要因と考えられることから、河川における発生状況等情報収集及びそれに基づく病気対策が求められている。
（２）事業内容

○河川で発生する病気対策 
　・冷水病菌およびエドワジエラ・イクタルリの河川への持ち込みが河川で発生する１つの要因と考えられていることから、放流種苗等の検査を実施し、河川への侵入状況を把握するとともに漁獲魚や斃死魚の検査を実施し、発生状況を確認する。
・冷水病に強い海産系種苗の効果的な放流方法について検討する。
○情報交換会議等の開催

・各漁協に対する優良種苗の生産供給や冷水病対策を推進するため、問題点や必要な技術支援等について検討する。
・県漁連が主催するアユ冷水病対策協議会において情報交換を行う。
・各水系で開催される漁協のブロック会議に出席し、広域的な病気対策の取り組みを促し、支援する。

（３）県負担・補助率の考え方

県10/10　漁協が行う放流事業において、病気対策を行った優良なアユの確保に向けた県内統一的な検査や情報取集は県が実施し、情報提供を行う必要がある。
（４）類似事業の有無
本事業は河川漁業におけるアユの病気対策を重点的に実施する事業である。
県内養殖魚の病気対策としては交付金事業の養殖衛生管理体制整備事業が
ある。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	138
	現地調査、漁協等指導旅費

	需用費
	517
	検査用試薬等消耗品費他

	その他
	30
	電話代、郵便代

	合計
	685
	


	　１月２９日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）国・他県の状況
　　農林水産省がアユ疾病対策協議会を立ち上げ、各県が参画し、冷水病等アユの疾病の発生状況や対策について情報共有を行っている。

　　アユ漁業における冷水病等病気による被害は全国的な問題であり、各県それぞれが現状に応じた対策事業を実施している。
（２）後年度の財政負担
　　病気対策は単年度の取り組みで解決が図れるものではないことから、取り組みに対する成果、被害状況等を継続的にモニタリングし、対策を行う必要がある。
（３）事業主体及びその妥当性
　　病気の検査、指導は水産研究所と連携して行う。また、県内の状況を一元的に把握するに検査手法の統一、検査精度の確保が必要であり、県が事業主体として実施する必要がある。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　冷水病菌等の持ち込み防止対策等によりアユ漁業の振興を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	冷水病の発生漁協数
	17
（H18）
	17
（H24）
	14
（H25）
	13
（H26）
	10
（H28）
	76.9％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

(1)放流種苗等の冷水病等の保菌検査

・11件（うち冷水病9件、エドワジエラ・イクタルリ4件検出）

(2)アユ冷水病対策協議会(県漁連主催)

　・平成27年1月15日開催
　・対策指針やポスターを用いた啓蒙普及を実施


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　平成26年度は、冷水病が発生した漁協数は13漁協（対象：31漁協）となり、半数以下となった。また、エドワジエラ・イクタルリ感染症による被害は報告されなかったことから、冷水病菌及びエドワジエラ・イクタルリを持ち込まないことを対策の柱として実施したことによる病気の発生、被害抑制につながったと考えられる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	冷水病やエドワジエラ・イクタルリ感染症の蔓延はアユの漁獲量及び遊漁者数減少の大きな要因である。そのため、その対策を実施することは、水産振興上、重要であり必要性が高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	冷水病やエドワジエラ・イクタルリ感染症の発生が減少し、河川における大量死などの大きな被害が見られていないことから、事業効果が現れている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	農政課水産振興室と水産研究所で綿密な連携と情報交換によって、各漁協等への指導を徹底している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
平成25年度は、エドワジラ・イクタルリ感染症による被害報告はなかったものの、病気の発生を報告した漁協があったため、エドワジラ・イクタルリ感染症に対する対策も重点的に実施する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

病原体を保菌していない優良なアユを放流することにより、河川への病原体の持ち込みを減らし、病気の発生を抑制することにより、漁獲量の増大、さらには遊漁者の増加を図り、アユ漁業の振興を推進する。


